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１
はじめに

本年２月，ニクソンアメリカ大統領は，「環境汚

染防止に関する教書」の冒頭で「今世紀のわれわ

れは自然の環境をあまりにもむとんちゃくに，あ

まりにも長い間乱用してきた」とのべている。ま

た３月，東京でひらかれた社会科学者の公害問題

国際シンポジウムで，日本でいう公害の諸現象を

すべて含めて環境破壊という概念が提唱されてか

ら，われわれに人類の活動による環境変革作用の

問題を根本的に考えなおす機会があたえられたよ

うに思う。

ここにとりあげる廃棄物は環境と密接な関連のも

とに取扱いを考えてゆかなければならないもので

ありながら,いままで個々の現象にとらわれすぎ

て対症療法的な対策に追われ，われわれの生存の

基盤そのものへの配慮がたりなかったように思わ

れる。

この稿では，前半において，都市廃棄物処理を都

市環境のなかでどのように取扱っていくべきかと

いう構想をのべる。したがって現実味に欠けるき

らいがあると思う。後半において，都市廃棄物め

一部を取扱っているなかで，現実にぶつかってい

る諸問題についてのべてみたい。廃棄物処理に関

する認識をあらたにされ，参考になれば幸いであ

る。

２―――――都市と都市廃棄物処理の考え方

都市への物質およびエネルギーの供給は，住民の

生活や企業の経済活動にとって必要不可欠のこと

であり，都市が発展すればこれにともなって都市

が必要とする物質，エネルギーの量は増加する。

一方,大都市における生産，加工，流通，消費など

の過程で発生する各種の廃棄物の量も増加し，流
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通機構，エネルギー消費機構な

どの発達，変化により質的にも

多様化する。わたくしはこのよ

うに都市から発生する各種の廃

棄物を総称して都市廃棄物と考

えているが，資本の集中化,大

規模化，人口の過密化などのい

ちじるしいわが国の大都市では

各種廃棄物の量が急激にぼう大，

なものとなり，非常に多くの種

類であるため，もはや都市環境のなかでは，これ

らの廃棄物を円滑に排除したり，処分することが

不可能になりつつあり，各種の廃棄物が公害とい

う都市問題の原因となって都市環境を急速に悪化

させていると考えられる。

表1はあらゆる都市に共通な供給物である水，食

料,燃料と，それぞれの産出物を量的に示したも

のである。これによればアメリカの100万人仮想

都市の住民は１人１日あたり，625lの水，2㎏

の食料と9.5㎏の燃料を消費し500lの下水と2㎏

の固形廃棄物＜食物のくず，雑多なごみ＞と約１

㎏の大気汚染源物質を産出していることになる。

このような供給と産出の関係はこれほど単純でな

いとしても，都市の活動が存在するかぎり，各種

の廃棄物の発生があることを認めないわけにはい

かない。

したがって都市廃棄物の排除，回収，処理，処分

を円滑にすることは都市機能，都市環境の保全と

いう観点から，都市の健全な発展を進めるうえで

きわめて重要な課題であると考えられる。

しかしながら，一般に廃棄物の取扱いは，都市行

政のなかで，いままでとかくおろそかにされがち

な分野であって，都市計画的な面からもつねに軽

視される傾向にあって，技術，施策ともに後手に

まわることが多かった。

農村のように比較的ひろい自然環境をもった環境

では，人間の活動によって生じた廃棄物は自然界

の作用によって他の物資に変換されていくので，

廃棄物が問題になることは特殊の場合をのぞいて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜注1＞

すくない．これは環境めもっている物質代謝能力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜注2＞

＜自浄作用能力＞とバランスがとれているからで

ある．ところが都市のように，人口過密で，自然

環境がすくなく，かつ物質流動が活発であると，

廃棄物が都市環境のもつ物質代謝の受容能力をは

るかにこえて産出され,過剰に蓄積される結果,物

質循環のバランスがくずれ,都市環境内に種々の

混乱，障害をひきおこし，生活環境が破壊され都

市の健全な発展が阻害される．すなわち，いまま

で無限の抱擁力をもっていると信じられた自然界

のもつ浄化能力は急速な都市化，過密化により，

すさまじいいきおいで進められる摂取と排泄の道

度に追いつくことができなくなり，都市環境の悪

化現象をきたしているのが，現代わが国の都市の

姿ではないだろうか。

そこで，都市廃棄物処理とは，都市環境内で発生

した各種の廃棄物を都市環境のもつ物質代謝能の

範囲にまで物質変換し，自然界の物質代謝作用に

ゆだねることによって物質循環の平衡を保ち，都

市環境の保全，物質・エネルギー収支の調整など

に役立てるものであると考えられる．このために

は都市環境の物質代謝能に見合う都市規模が形成

される必要があることはいうまでもないが，合理

９

表1―アメリ力の人口100万人仮想都市における1日分の供給と産出



的に物質代謝速度を早めるための処理や量の軽減

をはかるための回収や再生利用の促進＜物質循環

速度の人為的加速＞，かならずしも現在の行政区

画単位にとらわれることなく広域的な取扱いをす

るとか，物質代謝能力の高い空間への排除システ

ムの検討＜受容能の空間的拡大＞，人口や産業の

秩序ある配置計画＜過密化調整・防止＞，廃棄物

量の増加抑制といったことも含めて，都市環境の

物質代謝という概念のなかで考えてゆくべきであ

ろう。

３ 都市廃棄物の種類

　都市廃棄物とはさきにのべたように都市から発生

　する各種の廃棄物の総称と考えているが，その発

生源から分類すれば，生活系廃棄物，産業系廃棄

物，その他の廃棄物とがある。

生活系廃棄物とは人間の生活の過程から排出され

　るもので，ごみ，し尿，下水といったものであり

　人間１人1日あたり0.5ｍ3程度の炭酸ガスと1.5

　ｌ程度のふん尿を排出しているが，これが１人１

日の最少限の環境汚染量であって，さらに生活様

式によってことなるが，現在のところ200ｌ程度

の廃水，約1㎏のごみを排出している。これらが

　人間１人が生きていくう,えでの廃棄物である。

産業系廃棄物は主として生産加工工場などから排

　出されるガス。廃水，固形廃物であるが，それは

　事業所の業態，規模などによって，量，質がいち

　じるしくちがっており一律に取扱うことが困難

　である。

　その他の廃棄物とは，生活系，産業系のどちらに

　も分類できないもので，たとえば自働車のエシジ

　シ排気ガスのようなものや，それぞれ廃水処理や

　焼却処理した残漬物も含めちれる。いままでは都

　市の生活環境整備が主として生活系廃棄物を対象

にして考えられていたが，最近ではむしろ産業系

廃棄物が都市環境の汚染ということに重大なウェ

イトを占めてきているのでこれに対する行政的な

対策が必要となった。

また，都市廃棄物をそれぞれの性状から分類する

と，気体廃棄物，液体廃棄物，固体廃棄物とに分

類されるが，気体廃棄物は都市の大気汚染につな

がりをもち，公害問題として対策がたてられてお

り，液体廃棄物は河川の水質汚濁に関連して下水

道とか終末処理のように汚水処理の対策がたてら

れている。固形廃棄物はごみという観念でとらえ

られていたものであるが，最近の都市における生

活系，産業系の固形廃棄物の量の増加と質の多様

化はいちじるしく，もはやごみという観念ではか

ならずしも十分な把握ができなくなってきている

のである。固形廃棄物はその性状からみて，液体

廃棄物のように高い所から低い所へ流れるという

エネルギーもなければ，気体廃棄物のように吸引

したり，圧送することも不可能である。他から力

を加えないかぎり移動させることができないとい

う特殊性がある。このことは液体，気体のように

簡単に拡散しない点で水質汚濁，大気汚染のよう

な環境汚染として問題が顕在化しなかったものと

考えられるが，逆にその排除は簡単にゆかない点

に問題があり，現在では第３の公害といわれるほ

どになり，その処理対策の技術面，施策などにい

ちじるしい遅れが痛感されるのである。

また，汚水処理にしろ空気浄化処理にしろ，本質

的には固体と液体，固体と気体の分離操作であっ

て，分離された固形物＜固形廃棄物＞の最終処分

に払われる努力は水や空気の浄化に払う努力に対

してきわめてすくないため，汚泥やダストが２次

公害をひきおこすようなこともある。最近の東京

湾のヘドロ問題などは，この例のもっともいちじ

るしいものと考えられる。
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4――――――都市廃棄物処理の今後の課題

人間を含めて生物はその個体と接する外的諸条件

とかかわりあいをもちつつ生命現象がおこなわれ

ている。この外的諸条件の総和，あるいは合成的

結果を環境というが，生物とその環境との間には

つねに物質の循環がおこなわれており，このよう

な物質循環のバランスのうえに成立する生活圏を

生態系＜ｅｃｏｓｙｓtｅｍ＞という。

よく知られているように，ひとつの環境に生存す

る生物はたがいに関連しており，動物は食物をそ

の場の植物から摂取し，植物は太陽光線とその地

中から動物の排泄物や有機物の分解物，水を栄養

源として吸収し，動物の呼吸による炭酸ガスを利

用して生育する。このように混然として不完全な

閉鎖系ではあるが生態系のなかで物質はつねにサ

イクリックに移動してバランスがとれている。こ

のバランスがくずれたとき生態系は不安定なもの

となる。

生態系というのはもともと生物学の概念であるが

地球全体もひとつの生態系であり，都市もまたひ

とつの生態系であるとみなせるから，都市廃棄物

は都市のなかでおこなわれる活動による新陳代謝

の産出物として，生態系という総合的な概念のな

かでその処理，処分を考えてゆくべきであろう。

そのためには，都市への物質,エネルギーの供給，

生産活動と廃棄物の排除，処理活動とは表裏一体

の関係としてとらえ，廃棄物は有機体をとりまく

環境との物質循環システムに合理的にくみこまれ

るような形で処理処分しなければ都市という生態

系はバランスを失ない，都市の破滅につながる。

廃棄物の回収や再生利用は資源のサイクルにつな

がり，廃棄物量の増加を抑制するものとなるから

とのような廃棄物処理技術の開発から，各廃棄物

処理プラントの合理的な配置計画，それらの有機

的な関連づけといった環境計画の要素まで含め総

合的かつ系統的に検討を進めなければならないと

考える。

表２に横浜市における最近10年間の都市活動の伸

びかたを，人口,製品出荷額や販売額を指標にし

て示した。これによると市域面積はわずか3％程

度しか増加していないにもかかわらず，人口，事

業所数は約60％も増加し，出荷額，販売額，貿易

額などは物価の変動があったにせよ2.5倍から４

倍程度にまで増加している。このように都市活動

が活発になり,都市が成長すれば，そこに産出さ

れる都市廃棄物もそれに対応して増加しているも

のと考えられ，いままでのような廃棄物処理対策

では，ほぼ一定の市域面積，空間容積＜大気も無

限のものではなくて，逆転層の出現によって，天

井が存在していると考えれば＞をもつ都市環境内

の物質循環のバランスがくずれることは当然のこ

とである。同様のことは，わが国全体をみても同

じで，明治元年の日本の国土は現在とほぼ同じよ

うに約37万k㎡で，平地は全面積の1/4程度しかな

く，3,000万人が生活をしていた。ここ100年の間

に人口は約３倍になり,GNP第３位の経済国に

成長したが，国土面積は明治元年と同じ条件にお

かれているのである。この人口増や経済成長の大

部分が都市に集中していることからみれば，現在

＜注＞「よこはま経済」No.9　経済局昭和45年

　　　３月31日から引用整理した。

　　　＊は43年の統計値である。
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表２――横浜市における10年間の都市活動の伸び



の都市問題は起こるべくして起こったといえるか

も知れない。東南アジアやアラビアからもちこま

　れた石油を重要な資源として生産活動がいとなま

　れ，そうの結果生ずる廃棄物はせまいわが国土の一

部分に拡散，蓄積されるのであるから，物質循環

　にアンバランスが生ずるのはあたりまえのことで

　場合によっては元へもどしてやる必要が生ずるの

　である。

そこで,都市廃棄物処理のまずさに起因する公害

という環境破壊現象に対して,個々ばらばらな対

　症療法的な対策ではどこかにひずみが生じ，ゆき

12

ずまりが生ずることはあきらかである。さきにも

くりかえしのべたが，都市廃棄物処理を都市機能

を円滑に効率的に発揮し，住民の生活環境を快適

なものに保持して，さらに健全な発展に寄与する

重要な事業として認識する必要があり，技術，施

策の研究，検討を進めてゆかなければならないと

考える。

都市廃棄物を都市活動における物質代謝機構の一

部としてとりあげれば図１のようなサイクルが考

えられ，それぞれの取扱いを有機的に関連づけて

対策を検討するべきであろう。

図1―都市活動における物質代謝機構



５―――――固形廃棄物処理処分の諸問題 対象になっている．いわゆるごみはわずか5万ト

ンにすぎない．このように，多量の固形廃棄物の

大部分が，都市から排出されているものと想定さ

れる。

固形廃棄物としてのごみの行政的な取扱いにっい

ては，「清掃法」に規定された汚物の一種として

市町村が一定の計画にもとづいて収集，処理．処

分する義務がある。しかしごみの概念がきわめて

ひろい範囲のものを示しており，社会通念上，占

有者が占有の意志を放棄して廃棄したもの，また

固形廃棄物を発生源，性状により分類して示せば

表３のとおりで，いままで生活系固形廃棄物をご

みまたはじんかいと称して都市清掃事業の対象と

していた。しかし経済活動の高度化，集中化にと

もなって排出される産業系固形廃棄物の量が最近

とみに増加している。わが国全体で１日に排出さ

れる固形廃棄物の総量の推計値を表４に示すが，

約100万トンといわれ，そのうち都市清掃事業の

表３―都市固形廃棄物の分類

＜発生源による分類＞

＜性状による分類＞

表4―わが国における固形廃棄物の１日当り排出量
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は廃棄しようとしているものであると解釈される

　ので,排気,排水以外のもこのがすべてごみとして

取扱われることになる。　したがって産業系固形廃

棄物もごみの部類に入ることになるが，産業系固

　形廃棄物は産業の形態によってきわめて多くの種

類で,これらを現行の清掃事業体系のラインにの

　せて取扱うことは，その量と質からみてきわめて

　困難なことである。いままでは清掃法の規定によ

　り。特殊なごみ，多量のごみとして排出者自身に

　よる処理処分を命じているが，企業側には廃棄物

　の処理に対する意識がかけていたり，中小企業に

　おいては,廃棄物処理までやると採算がとれなく

なるような経営内容のものもあって，空地などに

　投棄されたり，運搬だけは企業がやって最終処分

　を都市の清掃施設に依頼しているのが実情のよう

　である。

　一方，生活系固形廃棄物についても住民の生活水

　準の向上と，わが国の住宅事情によって排出量の

　増加はいちじるしく，耐久消費材といわれるテレ

　ビ，ラジオ，冷蔵庫，洗濯機，家具類といったも

　のが排出されるようになり，廃自動車が道ばたに

　乗りすてられていた場合これをごみとして取扱う

べきか，遺失物とすべきかといったことまでが論

　議されるようになった。また，処理や処分に問題

　があるプラスチック類の占める割合も増加し，今

　後もさらに増加することが予想される。

　このようなことからいままで考えられていた汚物

　の一種としてのごみという観念から，今後は都市

　における固形廃棄物どいう考え方をしてとらえて

　いく必要があり，いままでの清掃事業の施策，技

　術のみで対処していくことは正しい方向ではない

　だろう。これらの対策については国をはじめ各方

　面で論議されているのが現状である。

　本市においても，固形廃棄物の発生源，発生量，

　性状などを系統的に調査してその収集，運搬，処

　理，処分の方法，取扱いの体制などを研究，検討
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しなければならない時点にきているといえよう。

ここでは主として生活系固形廃棄物＜いわゆる家

庭ごみ＞について現状と問題点をのべてみよう。

１・家庭ごみの量と質

①　量の増加

主として都市住民の日常生活の過程から排出され

る家庭ごみは量，質ともに地域，季節，天候，消

費性向,生活水準などによってことなり，さらには

流通機構等の社会的な条件によっても変動する。

本市の過去数年間の収集実績からみると，1人１

日の排出量は前年比の5～10％の増加を示してい

る。厚生省の資料によれば昭和38年から41年まで

の国民１人１日排出量の各年間の増加率の平均は

5.6％である。　したがって，今後大きな社会的な

変化がないものと仮定して５年先まで各年，前年

の6％程度の率で増加するものとして，推計人口

と排出量とから家庭ごみの総排出量を求め，年間

の収集日数を勘案して，1日あたりの要処理量を

推計すると,昭和50年度で約2,400トン/日とな

り,44年度の実績1,247トン/日の約２倍の量とな

ることが予想される。このいちじるしい増加は，

1人あたりの排出量の増加と，各年約10万人程度

の人口増とが累積されたものであって，人口増加

のはげしい横浜市の特徴であると考えられるが，

これに対応した収集運搬体制，衛生的な処理施設

がうまく整備されていかないとしたら大ヘんな問

題である。

ごみ排出量は大都市ほど多い傾向があるが，わが

国および外国の主要都市におけるごみ排出量と住

民所得＜１人あたり年間所得＞の関連を示すと図

２のようであるといわれている。すなわち，ごみ

排出量は住民の所得と関連があって，所得が多く

なるほどごみの排出量が増加する傾向にあるわけ

で，今後の経済成長により,生活水準は向上し，

ごみ排出量が増加する可能性があることを示唆し



図2　ごみ排出量と住民所得の関連

ているといえよう。

われわれの身近かな一例として新聞紙をとりあげ

て考えると，そのページ数は年々増加しており,

現在３大紙は30ページ前後となり，一緒に配達さ

れてくる広告紙類もいちじるしく増加してきてい

る。以前古新聞紙は包装紙その他の代用品として

使用されていたが，現在ではその価値を失ない，

朝に貴重な情報源が夕には廃棄物と化している。

代用包装紙を必要としないほど物質的に豊かにな

り,購売意欲をそそるチラシが毎日投入され新た

な購売力を生みだし，人口過密な都市で最少限度

の居室しかもたない住宅では1ヵ月分も貯留する

スペ―スもないといった状況で，生活用品から廃

棄物への転換のスピードはますます加速される。

紙の消費量が増加して外国からパルプ原木を輸入

して生産を高め，製紙会社が各種の廃棄物によっ

て環境汚染をする。経済の高度な成長と生活水準

の向上ということが大量消費と新陳代謝のはげし

い社会を形成し，消費のレベルで古新聞紙という

廃棄物を増加させ，その廃棄の速度を増し，生産

のレベルでは産業廃棄物を増加する｡このように

現代社会における各種の段階で廃棄物が増加されし

るしくみが理解されるのである。

②　質の多様化

家庭から集めてきたごみはさきにのべた条件によ

っていちじるしく変動する。本市における収集ご

みの性状の例を表５に示したが,このように多く，

の物質が雑多に混入されているごみでも，長い間

分析調査をかさねてくると，ある程度規則的な変

動をしていることがわかり,それらの傾向を実際

の収集や処理の管理や計画のうえに反映させてい

くことができるようになる。 それでもまだ天候や

季節によって変動する場合の予測はむづかしく,収

集や処理をする面ではこの変動を直接うけるので
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物　　質　　組　　成 ＜乾基準重量比＞

表5横浜市における収集ごみの性状の例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　<昭和43年＞



苦労が多いのである。清掃事業はこのようにコン

トロールが不可能な要素の占める割合が高く合理

的な計画，運営の困難さがある。図３で都市によ

ってごみの組成がことなる例を示した。

最近のごみの質の変化でとくにいちじるしいのは

プラスチック類の増加と耐久消費材の増加という

ことである。

ことである。プラスチックそのものは腐敗性はな

く，細菌学的に安全な物質であるから，ちゅう芥

類＜台所のごみ＞などにくらべてきわめて安定し

ている。しかし腐敗しないという生物学的に安定

した有機物であるから，焼却や化学的に分解しな

いかぎり無機物化しない点では，埋立処分をした

としても無機物とならないので，生物と環境の間

においておこなわれる物質循環のサイクルにのら

ないもので，一方的に環境内に蓄積されるばかり

である。海岸に打寄せられたポリエチレンびんや

ビニールシートはこういった現象の一例である。

図３　三大都市収集ごみの組成分布図

石油化学産業とプラスチック技術の発展と進歩に

より，衣食住すべての分野にたくみに利用されて

いるプラスチック製品が，消耗品化してごみとし

て廃棄され各種の問題が生じだしたのはここ3,

４年前からのことである。都市における収集ごみ

のなかにプラスチック類が占める割合を重量比で

示すと，図４のとおり各都市とも経年的に増加し

つつあり，現在プラスチック類は収集ごみ中の約

5％程度を占めている。この重量比の増加はベー

スと･なるごみの排出量の増加と累積されるのでプ

ラ,スチック類の廃棄物は飛躍的に増加する。本市

における収集ごみ量とプラスチックごみ量の増加

量をみると表６のとおりで，ごみ量は４年間で人

口増および単位排出量の増加により約1.5倍とな

ったが，プラスチックごみ量は約2.7倍となって

いるのである･。
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図４　収集ごみ中のプラスチック類の年次変化

表6―収集ごみとプラスチックごみの増加量

プラスチックは弾力性にとみ，衝撃，腐食に対し

て強く，軽くて成形加工が容易であるといった他

の材料にない良い特性をもっているため各種の工

業材料にもひろく利用されており，プラスチック

の出現はオーバーないいかたをすれば材料革命と

いえるかもしれない。人類の歴史の過程に石器時

代，青銅や鉄の時代,軽金属の時代とへてきて,い

ままさにプラスチックの時代であるとい,つても過

言でないほど人間の生活のなかに普及している。

このように普及したプラスチック類がごみとして

廃棄され，その量が増加するにしたがって，廃棄

物処理の問題が生じてきた。その問題点のひとつ

は，プケスチソクの特性である腐敗しないという



もうひとつは焼却処理における諸問題である，最

近，焼却炉の鋼鉄製の部分，煙導,通風機，集じ

ん装置などの腐食がはげしく，附属機器類の耐用

度をいちじるしく低下させるような燃焼ガスが発

生しているが，この原因がプラスチック類のうち

とくに塩化ビニールの燃焼にもとづく塩化水素を

主体とする酸性ガスのしわざではないかと考えら

れている。塩化水素系のガスは，現在のところ外

界へ放出されても悪影響をあたえる濃度ではない

が，塩化ビニールの廃棄物が増加すれば，将来問

題になると思われる。本市では全国にさきがけて

廃ガス中の塩化水素などの有害ガス除去用の洗浄

装置を設けて対処している。またプラスチック類

は発熱量が高いため炉内の温度制御や，空気量調

整などの面で焼却炉の運転管理面にも問題が生じ

てくる。

このように自然界の物質サイクルにのらないし，

物質サイクルにのせるために焼却処理すれば種々

の問題が生ずるプラスチック類の処理については

各方面で研究がおこなわれているが，究極的には

自然界の物質循環に組みこまれるような物質に変

換する必要があるわけで各種の障害，問題点を解

決するような処理方法，施設の研究，開発が進め

られている一方，再生利用による資源化とか，終

末処理されやすい特性をもったプラスチックの開

発などが研究されている。

最近のごみの質の変化でもうひとつ顕著なのは，

耐久消費材系統の大型ごみの増加である。本市が

44年度から特別収集を実施してからの収集実績を

示すと表７のとおりで，家具類，電気器具類が多

い。このような大型のごみはいままでの収集車に

よる収集は不可能であるし，家具類のように可燃

性のものでも破砕などの前処理を必要とするし,

不燃性のものは有価物として選別し，破砕。圧縮

など前処理したのち，埋立にせざるをえない。

これらの耐久とは名ばかりの家庭用品が廃棄され

るようになった理由としては，経済の高度成長に

よる生活水準の向上，大量消費という社会的な要

因から，狭少な都市の住宅では保存能力もなく，

家族構成の核化により，血縁関係による受けつぎ

といったものがすくなくなり，廃棄物化を促進し

ていると考えられる。

これらの大型ごみの処理はさきにものべたように

前処理を必要とするが，可燃性のものと不燃性の

表７一昭和44年度不要耐久消費材収集状況 ＜昭和44年６月～昭和45年３月＞
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２・収集と輸送

都市におけるごみの収集輸送は都市環境内に蓄積

された廃棄物を円滑に，すみやかに排除するため

の機能であるから，都市環境の整備，保全をすす

めるにあたり合理的におこなわれなければなら

ないことであり収集作業の能率や輸送能力の向

上をはかるよう，今後重点的に研究が進められな

ければならない課題である。

わが国および外国諸国における収集，輸送の実態

を調査すると，各都市あるいは国によって多少の

ちがいはあるが，容器に貯留し，これを間けつ的

に収集車で収集し，処理場や処分地へ輸送する方

法が現在のところ普通である。

都市環境への物質の供給は，自動車，貨物列車か

ら船舶，航空機にいたるまで各種の輸送機器によ

り，きわめてひろい範囲から能率的におこなわれ

ていることを考えると，ごみの収集，輸送といっ

た廃棄物の排除システムについても，物質の供給

に見合うような計画がなされなければ，都市環境

における物質循環のバランスがくずれることにな

るものと考えられる。

現在おこなわれている収集輸送システムでは，わ

が国の平均で，収集作業員１人１日あたり約１ト

ンの収集量であるといわれ，年々あまり変化して

いない。本市の43年度実積から１人１日当りの収

集作業量も平均1.5トンである。この値が現在の

非業内容からみて，適正値であるかどうかは十分

検討しなければならないが，廃棄物量の増加と一

方では労働力不足と道路交通の混雑による能率低

下という相反する条件のもとでは，今後そうとう

に技術的な工夫，研究により労働生産性を高める

必要があると思われる。

そのためには，人員配置，収集車の配置，容器の

規格化，持出し場所の位置と個数，終末処理場の

配置計画などを適正化し，合理化へのアプローチ

をすることが必要であり，持ち出しに関する住民

の協力要請なども必要な要素である。

収集，輸送に関し道路交通の混雑が能率低下にあ

たえる要因はきわめて大きいとにろから早朝や夜

間の収集体制の検討も必要であると考えられる。

また，輸送を効率的に制御するためには，自動車

輸送のみでなく，鉄道，船舶など各種の輸送手段

についても研究する必要がある。

３・終末処理と処分

処理とは，廃棄物を環境のもつ物質代謝能力に見

合うとにろまで，物質変換する機能であって，処

分とは自然界のもつ物質代謝機能にゆだねること

を意味する。

終末処理の内容としては，量を減らすにと，有機

物を無機物化すること，有毒物質や病源性細菌な

どを除去したり，死滅させることであるが，この

ための手段として種々の方法があるが，狭小な地

域に人口過密といった都市環境のもとでは短時間

内に量の減少，安定化，安全化をはかるためには

焼却処理に重点を置いてゆかなければならない。

このような考え方で本市においては可燃性ごみの

全量焼却処理を目標に処理施設の建設計画を進め

ている。

さきにものべたように，ごみの量は増加する傾向

にあり，交通事情を考えれば郊外地の焼却場へ運

搬して処理していたのでは間に合わなくなってき

ている。そこで十分な公害防止と清潔を保持でき

る清掃工場を収集地域の単位にあわせて建設し，

工場内の焼却炉で高温で焼却し，短時間に無害な

ものとの分別であるとか，それぞれに適応した前

処理と最終処分とかいった取扱いの体系が確立し

ておらず，今後に残された重要な課題である。ま

たこれらの普及率，保有量からみれば潜在量とし

てはかなりあるものと想定されるが，排出量の予

測も実績がとぼしいだけに，それぞれの耐用年数

からみたサイクルタイム等から推定していくこと

が必要になるであろう。
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図５　収集ごみ低位発熱量・可燃分の変化　＜鶴見工場搬入ごみ＞

無機物にすることがもっとも能率的である。

さらに最近のごみは図５に示すように発熱量が高

くなっており，ごみ１㎏の発熱量はまきの約1/3，

石炭や都市ガスの約1/4程度の熱量をもっているの

で，処理にともなって発生する熱はぼう大なもの

であるから，熱を直接に資源として，あるいはエ

ネルギーに変換して利用することが可能となる。

したがって焼却炉で発生する廃熱はそれぞれの地

域環境にマッチした利用施設を計画することがで

き，住民や地域の関連産業にも活用できる。清掃

工場はごみの衛生的な処理施設と熱供給施設とを

兼ねた，都市環境の物質循環の重要な接点になる

のである。

また一方焼却不可能な耐久消費材などは有価物の

回収をはかったのち，破砕，圧縮などにより容

積を減少させたうえで，焼却残渣とともに埋立処

分することになろう。この場合埋立によって土地

造成あるいは土地改良といった方向へ積極的に進

めるべきで，土地造成関連部局や，広域的な各関

係団体と連絡をとりながら計画的に処分をしなけ

ればならないと考える。

以上のように今後のごみ処理は都市における新陳

代謝によって生じた物質を他の物質に変換し，こ

れを都市の活動発展に必要な資源としてエネルギ

ーとして利用する方向へ進めていくことが重要な

課題だと考える。そのためには，当局者はもちろ

ん，住民もこのことについて認識を深めてほしい

ものである。

＜注＞
１　合成化学の産物としての，除草剤や殺虫剤の一部やビニール栽培に使用されたビニールシートなどは物質代謝を

　さまたげる。
２野生，栽培植物は太陽・大気と水と土壌中の栄養とから生長する。人類と動物はその栄養を植物からとり，それ

　らの廃棄物と死体はふたたび土壌にもどり植物の栄養となる。このようなしくみを自然界の物質代謝＜循環＞作用

　という。

３都市廃棄物の範囲について，生活環境審議会の答申＜45年７月14日＞では，焼却施設での残渣，下水処理，上水

処理，し尿処理施設の汚泥，河川，水路のしゅんせつ汚泥など都市施設から排出される廃棄物を都市廃棄物といっ

ている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜清掃局管理部浄化設備課浄化指導係長＞
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